
構 造 改 革 特 別 区 域 計 画 
 

 

１ 構造改革特別区域計画の作成主体の名称 

 

名護市 

 

２ 構造改革特別区域の名称 

 

名護市ＩＴ人材育成特区 

 

３ 構造改革特別区域の範囲 

 

名護市の全域 

 

４ 構造改革特別区域の特性 

 

名護市は、昭和４５年８月に名護町、屋部村、羽地村、屋我地村、久志村の１町４村が合

併し、沖縄県の９番目の市として誕生した。沖縄県のほぼ中央に位置し、市内のみならず周

辺町村の発展の推進役、沖縄県北部地域の中核都市としての役割を担っている。また平成１

２年（２０００年）には、市内の万国津梁館においてＧ８首脳会議「九州・沖縄サミット」が開催さ

れるなど政治的な側面でも県内において大きな役割も果たしてきた。 

本市は、従来観光業、農業、製造業を中核産業として位置づけてきており、職のニーズも

それらが中心だった。しかしながら名護市を含む北部地域を人口の増減で見た場合、本土復

帰以前の昭和４５年と比較しても、同数程度の状況である。特に就業段階において、北部地

区を離れる若年者が多く見られることが、前々から問題点として指摘されてきており、新たな

雇用機会の創出が必須の状況となっていた。そのため近年においては、従来の中核産業に

こだわることなく、企業を積極的に誘致し、雇用を促進することで名護市を含む沖縄県北部地

域の定住人口を増加させ、併せて経済振興の実現を目指している。 

本市は、新規雇用の創出を施策として進める中、平成１４年４月に施行された沖縄振興特

別措置法により、同年７月に「金融業務特別地区」、同年９月に「情報通信産業特別地区（情

報特区）」の指定を受け「国際情報通信・金融特区構想」が推進されている。こうした構想の下、

金融・ＩＴ企業を市に誘致することで、地元や周辺地域の雇用機会を増大させ、地域経済発展

を実現させることを目的として事業を推進している。また、名護市は業務スピードの向上、業

務のノウハウの蓄積、企業に対するワンストップライクなサービスの提供により本事業をより

効果的に推進するために特区事業を専門とする機関として、平成１８年４月に「特定非営利活

動法人ＮＤＡ」を設立した。ＮＤＡには産学官の１３団体が法人設立に賛同し正会員として参画

し積極的な支援を行っている。ＮＤＡにおいては企業誘致活動、電力・通信・施設などのインフ

ラ整備、情報通信・金融関連産業振興に資する人材育成事業の実施を行っている。中でも特

に久辺地区を特区中核拠点地域として事業を推進しており、インキュベート施設である「マル

チメディア館」の整備、マルチメディア館からステップアップした企業向けのオフィスビルである

「みらい１号館」「みらい２号館」を整備するなど施設、通信、電力インフラの整備を進めている。

また、県内外において積極的な企業誘致活動を行っており、その結果、平成１８年１０月末現

在２５社の企業進出、５２８名の新規雇用を生んでいる。 



 

５ 構造改革特別区域計画の意義 

 

昨今沖縄県は、データセンター、バックアップセンターの進出拠点として企業から注目され

ている。これは、地震が極端に少なく、他の地方都市と同時に災害を受ける可能性がほぼ皆

無な地理的条件と、豊富な若年者労働力、運用コストの低さによるものである。さらに、「沖縄

情報産業ハイウェイ」（注１）や「沖縄若年者雇用奨励金」（注２）など多くの助成制度が整備さ

れている沖縄県において事業を行っていくことは、多くのメリットを企業にもたらすと考えられ

ている。 

名護市においては、ＩＴ企業を代表とする知的産業が集積することにより、製造業と異なり

豊かな自然環境を破壊せずに雇用を促進し、経済を発展させることが可能である。ＩＴ系企業

集積による各市町村の経済的な発展は、沖縄県全体の発展を意味するものである。このよう

な観点からも高度なＩＴ系人材を育てることは重要なことであり、本「ＩＴ人材育成特区（構造改

革特区）」の実施は名護市ばかりでなく沖縄県にとっても非常に有意義なものであると考えら

れる。 

 

 

６ 構造改革特別区域計画の目標 

 

平成１７年度の情報処理技術者試験では、基本情報技術者試験での全国合格率平均が 

１４．３％なのに対し、沖縄県における合格率は９．６％と低く、合格率の改善が県内における

関係機関の急務となっている。本ＩＴ人材育成特区が実現すれば、時間的な負担が軽減され、

午後の試験に余裕を持って臨むことが可能となり、必然的に合格率が向上することが見込ま

れる。 

また、名護市に先駆けて「ＩＴ人材育成特区」を実施している那覇市との相乗効果によって、

沖縄県全体の合格率向上が達成できると考えている。その結果、沖縄県における高度なＩＴ

人材の育成の貢献につながり、沖縄県の発展に大きく寄与することになるとが見込まれる。 

 

 

７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効果 

情報特区事業を推進する中、名護市においては１４社のＩＴ企業の誘致、４２２名の情報系

人材の雇用を実現している。企業の集積及び新規雇用の増加に伴い、ＩＴ関連の企業より高

度なレベルの業務が実施できるように専門性と特殊性を兼ね備えた情報技術の知識を持っ

た人材が求められている。 

そのため、進出を希望並びに検討している企業サイドは名護市に対し高度な人材の提供

を要求しているというのが現状である。このような中、情報技術者の資格を持った人材が多く

輩出されれば更なるＩＴ系企業集積が可能となり、名護市が金融・情報特区の目標として掲げ

ている「平成２３年度までに２，０００人の新規雇用を創出する。」の達成につながるばかりで

なく、それが名護市を中心とする北部地域経済の発展につながる。 

 

 

８ 特定事業の名称 

１１３２（１１４４、１１４６） 修了者に対する基本情報技術者試験の午前試験を免除する  

講座開設事業 

 



 

９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定事業に関連する

事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公共団体が必要と認める事項 

 

（１）沖縄振興特別措置法の沖縄情報通信産業振興計画に基づく「情報通信産業振興地域」 

本市は「情報産業通信産業振興地域」に指定されており指定地域内にて対象業種とし

て定められた事業を行う情報・通信産業関連企業に対し、新たな機械、建物の価格の一

定割合を法人税から控除する投資税額控除や、各種要件を充たした企業に対する地方

税の減免措置を行う。 

① 対象地域：名護市全域 

② 対象企業： 

・ 情報記録物の製造業 

・ 電気通信業 

・ 映画、放送番組等の制作事業 

・ 放送業 

・ ソフトウェア業 

・ 情報処理・提供サービス業 

・ コールセンター業 

 

（２）沖縄振興特別措置法の沖縄情報通信産業振興計画に基づく「情報通信産業特別地区

（情報特区）」 

本市は、「情報産業通信産業特別地区」に指定されており、情報通信関連産業集積の

牽引力となる特定情報通信事業の集積を促進するため、特区内に進出する関連企業は、

一定の要件を充たせば税制上の優遇措置を受けることができる。 

① 対象地域：名護市全域 

② 対象事業：特定情報通信産業 

 

（３）北部振興事業に基づく「情報通信・金融関連産業振興に資する人材育成事業」 

本市は、新たな産業振興による雇用機会の創出を図るため、国際情報通信金融特区

構想を推進し、情報通信・金融関連企業の立地促進を図っている。そのため、特区に進

出あるいは進出予定の企業に採用された雇用者（及び採用される予定の雇用者）を対象

に情報通信・金融分野における専門的な知識習得を支援している。そのためにＩＴセミナ

ーを開催。同セミナーでは Java プログラミングにおける基礎知識からそれを活用した実

践的な開発手法の習得を目指す。 



別紙 

 

１ 特定事業の名称 

１１３２（１１４４、１１４６） 修了者に対する基本情報技術者試験の午前試験を免除する

講座開設事業 

 

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 

（１） 講座の開設者 

沖縄情報経理専門学校名護校（沖縄県名護市宇茂佐９１５－１１） 

 

（２） 修了認定に係る試験の提供者 

株式会社サーティファイ（東京都中央区京橋３－３－１４ 京橋 AKビル） 

 

３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日 

計画認定の日 

 

４ 特定事業の内容 

（１） 経済産業大臣が告示で定める履修項目に応じた履修計画 

以下の講座の運営に当たって、履修内容の詳細について経済産業大臣もしくは独立

行政法人情報処理推進機構(ＩＰＡ)に相談を行い、助言があった場合には対応することと

する。 

基本情報技術者講座 （履修計画：別添資料のとおり） 

 

（２） 修了認定の基準 

民間資格を取得するための試験「情報処理技術者能力認定試験２級」を受験し、合格

並びに第１部科目合格した者であって、かつ当該講座の出席率８０％以上をもって履修

した者について、修了認定に係る試験を受験できる有資格者と定める。 

おって、これらの有資格者に対し、当該試験を実施し、株式会社サーティファイが定め

る合格基準を満たした者について、修了を認定する。また、独立行政法人情報処理推進

機構（ＩＰＡ）が提供する問題を使用して修了認定に係る試験を実施した場合は、独立行

政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）の定める合格基準を満たした者について、修了を認定

する。 

 



（３） 修了認定に係る試験の実施方法 

修了認定に係る試験については、株式会社サーティファイが作成し、独立行政法人情報

処理推進機構（ＩＰＡ）の審査によって認定された問題、または独立行政法人情報処理推進

機構（ＩＰＡ）が提供する問題を使用して、修了認定に係る試験を実施する。 

経済産業大臣が告示で定める履修項目に応じた履修計画の終了後に２回まで、修了認

定に係る試験を実施することができるものとする。 

また、試験会場は当該講座が開設される場所とし、試験の採点事務は、適用を受けた事

業者が行う。ただし、適用を受けた事業者が認めた場合にあっては、この事務を指定した

者に代行させることができる。 

なお、告示で定めるところにより、講座の修了を認められた者の氏名、生年月日及び試

験の結果については、当該民間資格の取得を証する写しと併せて、独立法人情報処理推

進機構（ＩＰＡ）に通知するものとする。 

 

(４) 民間資格の名称及び当該民間資格を取得するための試験の試験項目 

資格名称：情報処理技術者能力認定試験（２級） 

試験科目：情報処理技術者能力認定試験（２級第１部） 

当該民間資格を取得するための試験の試験項目：表に示すとおり 

サーティファイ（情報処理技術者能力認定試験）試験項目 ２級 

１ 情報の基礎理論  

 基礎変換、データ表現、演算と精度、理論演算、符号理論 ○ 

 状態遷移、グラフ理論、オートマトンと形式言語 ○ 

 計算量と情報量 ○ 

２ データ情報とアルゴリズム  

 データ構造、アルゴリズムの基礎 ○ 

 流れ図、決定表、ＢＮ記法、ポーランド記法 ○ 

 各種アルゴリズム、アルゴリズムの効率 ○ 

３ ハードウェア  

 半導体と集積回路 ○ 

 プロセッサ、動作原理 ○ 

 メモリ、記憶媒体、補助記憶装置 ○ 

 入出力インタフェース、入出力装置、接続形態・接続媒体 ○ 

 コンピュータの種類と特徴 ○ 

４ 基本ソフトウェア  

 ＯＳの種類と構成 ○ 

 プロセス管理、割込み制御 ○ 

 主記憶管理、仮想記憶 ○ 



 入出力制御、ジョブ管理 ○ 

 ファイル管理、障害管理 ○ 

 ヒューマンインタフェース、日本語処理 ○ 

 ミドルウェア ○ 

５ システム構成と方式  

 システム構成方式、処理形態 ○ 

 システム性能、信頼性 ○ 

 応用システム ○ 

６ システム開発と運用  

 プログラム構造、制御構造 ○ 

 プログラム言語、言語処理系 ○ 

 ＥＵＣ、ＥＵＤ、ソフトウェアの利用 ○ 

 開発手法、設計手法、テスト手法 ○ 

 開発環境と開発管理  

 システムの環境整備、運用管理 ○ 

 システムの保守  

７ ネットワーク技術  

 プロトコルと伝送制御 ○ 

 符号化と伝送制御 ○ 

 ＬＡＮとインターネット ○ 

 電気通信サービス ○ 

 ネットワーク性能 ○ 

 伝送媒体、通信装置 ○ 

 ネットワークソフト ○ 

８ データベース技術  

 データベースモデル ○ 

 データの分析・正規化 ○ 

 データ操作 ○ 

 データベース言語、ＳＱＬの利用 ○ 

 ＤＢＭＳの機能と特徴 ○ 

 データベース制御機能（排他制御、リカバリ） ○ 

 分散データベース  

９ セキュリティ  

 セキュリティ対策 ○ 

 インテグリティ対策  

 プライバシ保護 ○ 

 可用性・安全対策  

 リスク管理  

 ガイドライン ○ 

１０ 標準化  

 開発と取引の標準化  

 情報システム基盤の標準化 ○ 

 データの標準化 ○ 



 標準化組織 ○ 

１１ 情報化と経営  

 経営管理（経営戦略、組織と役割、マーケティングなど） ○ 

 情報化戦略（業務改善など） ○ 

 財務会計（会計基準、財務諸表など）  

管理会計（損益分岐点、原価管理など）  

 IE分析手法、管理図 ○ 

 確率と統計 ○ 

 最適化問題、意志決定理論 ○ 

 情報システムの活用（ビジネスシステム、企業間システムなど） ○ 

 関連法規（情報通信、知的財産権） ○ 

 関連法規（労働、取引、安全、法律、倫理など）  

１２ 表現能力  

 発表技術  

 文章の書き方   

 マルチメディアの利用  

 

５ 当該規制の特例措置の内容 

本特例措置は、当該認定に係る講座の修了を認められた者が、講座の修了を認められ

た日から１年以内に基本情報技術者試験を受験する場合は、情報処理技術者試験規則別

表に掲げる当該試験に係る試験の科目のうち、第１号に規定する情報処理システムに関

する基礎知識及び第２号に規定する情報処理システムの開発に関する共通的基礎知識を

免除するものであり、この特例措置を活用したカリキュラム実施により、地域のＩＴの人材育

成・能力開発を行うとともに、地域経済の活性化を目指すものである。 


